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1. 背景と目的 

近年,地震・豪雨の影響で，ため池の決壊による被害が発生している． これを踏ま

え，防災重点農業用ため池に関わる防災工事等の推進に関する特別措置法（ため池工

事特措法）が令和 2 年 10 月 1 日に施行された．都道府県は基本指針に基づき防災重点

農業用ため池を指定し，劣化状況や地震・豪雨耐性評価，防災工事，廃止工事を計画的

に実施している．地震・豪雨耐性評価によってため池の改修判断を行うが，現在評価を

する際に用いられている解析方法は地震によって生じる粘性土中の間隙水圧を無視し

て安全率を算定している．そこで，本研究では従来の解析方法（有効応力法）と地震に

よって生じる粘性土中の間隙水圧を考慮する一般全応力法を比較検討した． 

2. 方法 

改修予定の防災重点農業用ため池につ

いて，標準スライス法（フェレニウス

法）を用いて安定解析を行った．図 2 は

すべり土塊の一つのスライス面にかかる

力を示す．平常時におけるすべり面の抵

抗力（τ）は τ=σ tanφ+c で表され，

全応力を σ，中立間隙水圧を u，せん断

による間隙水圧を ú とすると，圧密非排

水(CU)条件下において，一般全応力法：

τ=(σ-u)tanφcu+ccu，有効応力法：τ=

｛σ-(u+ú)｝tanφ’+c’となる．地震発

生時，地震によってすべり面に対して垂

直な力（Ne）と地震による間隙水圧（Ü）

が発生し，すべり面の長さを L，σL=N，

uL=U，úL=Ú とすると，一般全応力法：τL,={N+Ne-(U+Ü)}tanφcu+ccuL,有効応力法：

τL,= {N+Ne-(U+Ü+Ú)}tanφ’+c’L となる．粘性土の場合は Ne がすべて間隙水圧

（Ü）となり，すべり面の抵抗力（τ）に影響を及ぼさない．よって，一般全応力

法：τL,=(N-U)tanφcu+ccuL, 有効応力法：τL,={N-(U+Ú)}tanφ’+c’L となる．Ú の

推定は困難であり，有効応力法は Ú を無視して計算する．安全率は全てのスライス面

に働く抵抗（Στ）を分子に，すべてのスライス面に働く滑動力を分母に置くことで 
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求められ，1.2 を超えると安全と

いえる．なお，本研究では一般全

応力法は水面以下の粘性土につい

て適応し，粘着力(c’)と内部摩擦

角(φ’)はモール・クーロンの破

壊基準を用いて導出した． 

次に標準スライス法を用いた安

定解析の具体的方法について説明

する． 最も小さい安全率を示すた

め，中心の位置，半径を様々な値

に変えて解析を行う必要がある．

したがって図 3 に示す通り，一つ

の中心点に対して，半径を 0.5m

ごとにかえて解析を行った．ま

た，中心点として，縦横それぞれ

1m 間隔で 1 辺につき 10 個のグリ

ッド，即ち合計 100 箇所の点を設

置し，それぞれにおいて解析を行

った． 

3. 結果と考察 

解析を行った 10 個のため池に

対して，一般全応力法による安全

率と有効応力法による安全率を示

し，その差を求めた（表 1）．一

般全応力法を用いることにより安

全率が 1.2 を超えるため池は 8 個

あり，従来の有効応力法と一般全

応力法の安全率を比較すると，従

来の方法で安全率が 1.2 を下回っ

ていても一般全応力法による安全

率は 1.2 を超えるため池が多くあ

ることが示された． 

ため池工事特措法により，多く

の防災重点農業用ため池を改修が

予想されるが，粘性土の場合でも

地震による間隙水圧を考慮する，

一般全応力法を用いることによ

り，過度な改修による時間，労

力，費用の削減につながると思わ

れる． 
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